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令和２年４月７日 

兵庫県新型コロナウイルス感染症対策本部 

（令和２年４月１３日改定） 

（令和２年４月１７日改定） 

（令和２年４月２４日改定） 

（令和２年４月２８日改定） 

（令和２年５月 ４日改定） 

（令和２年５月１５日改定） 

（令和２年５月２１日改定） 

（令和２年５月２６日改定） 

（令和２年６月１８日改定） 

（令和２年７月 ９日改定） 

（令和２年７月１７日改定） 

（令和２年７月２３日改定） 

（令和２年７月２９日改定） 

（令和２年８月 １日改定） 

（令和２年８月２８日改定） 

（令和２年９月１７日改定） 

（令和２年１０月１４日改定） 

（令和２年１１月 ５日改定） 

※下線は前回からの変更箇所 

 

新型コロナウイルス感染症に係る兵庫県対処方針 
 
新型インフルエンザ等対策特別措置法第 32 条第１項に基づく緊急事態宣言が発令されたこと

から、同法の規定及び兵庫県新型インフルエンザ等対策行動計画に基づき、感染拡大防止や

県民生活・県民経済の安定に向け、同法第 24 条第９項及び第 45 条第１項の規定等に基づく

緊急事態措置を実施してきた。 

令和２年５月 21日、本県は緊急事態措置実施区域としては解除されたが、引き続き感染防止

対策を推進するとともに、生活の日常化と経済活動の回復を目指す必要があることから、以下

の措置を実施する。 

 

Ⅰ 区域  兵庫県全域 
 

Ⅱ 期間 

  ・緊 急 事 態 措 置 期 間  令和２年４月７日～令和２年５月 21 日 

  ・以後の対処方針実施期間  令和２年５月 22 日～ 

 

Ⅲ 措置 

１ 医療体制 

(1) 入院体制 

○現在、重症対応 110 床、中軽症対応 561 床の計 671 床を確保しているが、感染増加期と

なり、新規陽性患者数が増加傾向にある状況を踏まえ、受入可能な病床として重症対応

70床程度、中軽症対応 330 床程度の計 400 床程度での運用を行う。 

 【フェーズに応じた体制】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 （注）最大１日 98 人の患者発生（国の「新たな流行シナリオ」）に対応 

区分 感染小康期

目安
新規陽性

患者数

（１週間平均）

10人未満

体制構築
の考え方

55人/日の新規患者数
発生に対応

病床数
650床程度

うち重症120床程度

宿泊療養 700室程度

10人以上
（警戒基準）

20人以上 30人以上 40人以上

感染警戒期 感染増加期 感染拡大期１ 感染拡大期２

200室程度 200室程度 300室程度 500室程度

15人/日の新規患者
数発生に対応

20人/日の新規患者
数発生に対応

30人/日の新規患者数
発生に対応

40人/日の新規患者
数発生に対応

200床程度
うち重症40床程度

300床程度
うち重症50床程度

400床程度
うち重症70床程度

500床程度
うち重症90床程度

（注） 
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○県立加古川医療センターを県内全域の患者に対応する「新型コロナウイルス感染症拠点

病院」に、神戸市立医療センター中央市民病院及び県立尼崎総合医療センターを重症患者

等に対応する「新型コロナウイルス感染症重症等特定病院」にそれぞれ位置づけ、重症者

対策を推進する。 

○感染症病床に加え、一定の感染症予防策等を実施した入院病床を確保するため、空床補償

経費や診療報酬について一定の水準が確保されたが、県としても、空床補償経費に

ついて国制度に加え、独自の上乗せを行うとともに、入院治療を行う医療機関に対し

入院患者受入の支援を行う。 

あわせて、医療機関において、重症化対策や感染症対策が実施されるよう、人工呼吸器

や個人防護服等の整備を支援する。 

  ○がん患者、透析患者、障害児者、妊産婦・小児の患者などは特に配慮する。 
 

(2) 無症状者や軽症者への対応 

○患者の増加に伴い、重症患者の入院医療に支障が生じないよう、原則として入院後の

無症状者や軽症者は、医師・看護師等医療体制を整備した宿泊施設において療養を行う。 

 無症状者については、医師の判断により入院を経ずに直接の宿泊療養の実施を可能とする。 

○現在、700 室程度（５施設）を確保しているが、感染増加期に入り依然、警戒が必要な

状況等を踏まえ、400 室程度（３施設）の運用とする。 
 

(3) 外来医療体制の強化 

○帰国者・接触者外来を 73 機関設置している。 

○各圏域における外来等受診状況を踏まえ、臨時外来等の設置について、関係市町及び

医師会等関係団体と協力して対応する。 

○インフルエンザと新型コロナウイルス感染症の同時流行に備え、地域の実情に応じて

発熱患者を診察できるよう、医師会等と協力のうえ、発熱等診療・検査医療機関 774

か所を第一次指定した。今後も引き続き指定を進める。 

○発熱等の症状があれば、かかりつけ医など地域の身近な医療機関に電話相談し、指示に

従って受診すること。かかりつけ医などがない時は「発熱等受診･相談センター（健康

福祉事務所・保健所）」や、「新型コロナ健康相談コールセンター（全県）」へ相談する

こと 

○発熱が続き、息苦しさ、倦怠感、味覚・嗅覚障害等の症状があれば、帰国者・接触者

相談センター（保健所）へ相談すること 

特に発熱や咳などの比較的軽い症状でも、高齢者や基礎疾患のある者は早めの相談を

すること 
 

(4) 検査体制の強化 

○衛生研究所、民間検査機関、帰国者・接触者外来への PCR 検査機器購入支援などにより、

検査体制の充実を図り、2,550 件/日の検査件数を確保している。 

○保健所を介さず検査を行う「地域外来・検査センター」について８ヶ所の開設を目指し、

引き続き取組みを推進する。 

  神戸市（6/8～）、姫路市（7/3～）、西宮市（8/18～） 

  東播磨圏域（8/28～）、淡路圏域（9/1～）、阪神圏域（10/1～、10/6～） 

○濃厚接触者のうち無症状者や、希望する妊婦にも検査を実施し対象を拡大する。 

○医療機関や社会福祉施設、学校などで陽性者が確認され、感染の拡がりが疑われるなど、

クラスター（集団感染）の発生が懸念される場合には、濃厚接触者以外も幅広く関係者

を対象として検査を実施する。 
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○国の新型コロナウイルス接触確認アプリ「COCOA」、「兵庫県新型コロナ追跡システム」

の利用者で、陽性患者との接触があるなどの通知があった方のうち、希望者に PCR 検査

を実施する。 

○県健康科学研究所において、感染状況を踏まえ、PCR 検査試薬15,000件分を順次購入する。 

○抗原検査について、救急患者の早期診断やインフルエンザの流行期における発熱患者

への検査等に活用していく。 

○抗体検査については、正確な感染状況の把握に資するため、神戸大学と協力して研究を

推進する。 

○ひょうごボランタリープラザが派遣する災害ボランティアに対して県立健康科学研究所

を活用し、PCR 検査の受検支援を行う。 

 

【ＰＣＲ検査体制】 

区 分 検査能力（件） 

衛生研究所等 

兵庫県   700 

保健所設置市   600 

小  計 1,300 

民間検査機関   760 

医療機関   490 

合  計 2,550 

 

(5) 医療用マスク・防護服等の確保 

○医療用マスクについては５月末、防護服等については６月上旬、医療機関において、

県全体で概ね３ヶ月分の使用量相当の在庫が確保された。 

○さらに概ね６ヶ月分の使用量相当を医療機関に代わり県において保管することとして

おり、11月中旬に確保の見込みであるサージカルマスクをもって保管を完了する。 

○発熱等診療・検査医療機関に対しては国から必要な医療資機材（サージカルマスク、ガ 

ウン、フェイスシールド、非滅菌手袋）が提供されることとなっているが、状況に応じ

て県からも提供する。 

 

(6) 感染者受入医療機関等への支援 

 ○ひょうご新型コロナウイルス対策支援基金を県・市町（神戸市を除く）で協働して、

（公財）兵庫県健康財団に創設し、医療機関関係者等に対して、幅広い層からの寄附に

よる勤務環境改善等の支援事業を実施する。集まった寄附金は、10月に医療機関へ配分済

（第1次配分）。 

 ○神戸市は、こうべ医療者応援ファンドを（公財）こうべ市民福祉振興協会に創設し、同様

の事業を実施する。 

○新型コロナウイルス感染症患者及び疑似症患者への入院治療を行う医療機関に対する

運営に要する経費(入院患者１人あたり 12,000 円/日)を支援する。 

○感染者等への対応業務に従事した県立病院等の職員に対する特殊勤務手当を増額する。 

(日額 300 円→3,000 円(感染者等の身体に直接接触する作業等の場合は 4,000 円)) 

 

 (7) 救急医療等地域医療体制の確保 

○救急･周産期･小児医療機関において、感染の疑いのある患者とその他の患者が混在しない

動線確保（待合室の整備･新たな入口整備）や定期的な消毒など院内感染防止対策を推進

するとともに医療従事者の健康管理（検査経費）など、診療体制の確保を支援する。 
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・設備整備補助 

整備内容 簡易陰圧装置、簡易ベッド、空気清浄機等 

・支援金の給付 

区分 金額 

99 床以下 20,000 千円 

100 床以上 30,000 千円 

※100 床ごとに 10,000 千円を追加 

※コロナ患者受入の場合、10,000 千円加算 

〇救急･周産期･小児医療機関において、9 月以降に実施する院内感染防止対策に対する国

の支援(199 床以下 1,000 万円、+200 床ごとに 200 万円追加)を関係医療機関に周知し

積極的な活用を促進する。 

○病院･診療所･薬局等における待合室を混在させないようにするレイアウト変更や院内

における研修など感染拡大防止対策を推進する。 

区   分 金   額 

病院(救急等以外) 
2,000 千円/箇所 

50 千円/床 

有床診療所（医科・歯科） 2,000 千円/箇所 

無床診療所（医科・歯科） 1,000 千円/箇所 

薬局、訪問看護ステーション、助産所等 700 千円/箇所 

○医療関係団体等が行う、感染対策指導や普及啓発等に対して支援する。 

 

(8) 新型コロナウイルス感染症対応従事者慰労金の支給 

○医療機関に勤務し、感染症対策に対応された従事者に対し、慰労金を支給する。 

 令和２年７月 14 日（火）にコールセンターを開設し、８月３日（月）から県ホームページ

に申請案内を掲載し、国保連において申請の受付を行っている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(9) 海外からの帰国者への対応 

○次の事項を海外からの帰国者に呼びかける。 

・指定された場所（自宅など）での 14 日間の待機 

・保健所等による健康観察への協力 

・咳や発熱等の症状が現れた場合の帰国者・接触者相談センター（健康福祉事務所・

保健所）への相談 

・入国制限がなされている国や地域以外の帰国者から住所地所在の保健所への連絡 

 

 

 

対象施設 対象者 慰労金単価

　県から役割を設定され、実際に新
型コロナウイルス患者等を受入れた
施設等(宿泊療養施設も含む)

200千円/人

　県から役割を設定されたが、実際
に新型コロナウイルス患者等の受入
れがなかった施設

100千円/人

　感染症対策に一定の役割を担った
施設

50千円/人

対象施設に、令和２年
３月１日から６月30日
までの間に10日以上勤
務し、患者と接する従
事者(国基準により判
断)
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(10) 風評被害対策等 

○次の事項を医療や介護など関係者への感謝とともに県民に呼びかける。 

・医療関係者、患者関係者などへのいわれなき風評被害を防止するとともに憶測やデマなど

に惑わされないよう、冷静に対処すること 

・食料、医薬品、生活必需品の買い占め等を行わないよう、冷静に対応すること 

 

２ 学校等 

(1) 公立学校 

〔県立学校〕 

①教育活動 

  十分な感染防止対策を実施したうえで、教育活動を行う。 

 特に、県外で活動する場合においては、感染防止対策がとられていることを確認の上、

実施時期、実施場所、参加人数、移動方法などを十分に検討のうえ実施する。 

  なお、今後、県内外における感染者がさらに増加した場合においては、感染状況を

踏まえ、地域を限定することを検討する。 

○感染防止対策 

    ・各教室で可能な限りの間隔をとる。 

・マスクを着用する。 

・換気を行う。 

・必要に応じてフェイスシールドを着用する。 など 

 

 ②部活動 

○十分な感染防止対策を実施したうえで、「いきいき運動部活動」、「文化部活動の在り

方に関する方針」に基づき、平日４日２時間程度、土日１日３時間程度の実施とする。 

○公式試合、練習試合、合同練習・合宿については、十分な感染防止対策を実施したうえ

で実施する。 

 特に、県外で活動する場合においては、感染防止対策がとられていることを確認の上、

実施時期、実施場所、参加人数、移動方法などを十分に検討のうえ実施する。 

なお、今後、県内外における感染者がさらに増加した場合においては、感染状況を

踏まえ、地域を限定することを検討する。 

 

③心のケア 

きめ細やかな健康観察をはじめ、児童生徒の状況を把握し、必要に応じて関係機関と

連携するなど、心身の健康に適切に対応する。 

・児童生徒の状況把握(個人面談等の機会の拡充、学校単位での生徒アンケートの実施） 

・キャンパスカウンセラーの活用促進 

・通級指導対象生徒や外国人生徒等への個別支援 

 

  ④熱中症対策 

    エアコンの利用など教室内も含め、適切な温度管理に十分留意する。 

 

〔市町立学校・園（小学校、中学校、義務教育学校、高等学校、特別支援学校、幼稚園・

幼稚園型認定こども園）〕 

設置者に対して、上記の点に留意の上、市町の感染状況を踏まえ適切な学校運営を行う

よう依頼する。 

 

〔「次なる感染拡大」に備えた対応〕 

感染者が発生した場合、まずは学校単位での休業及び消毒等の対応を行う。さらに広域

的な対応が必要となった場合は、県立学校は学区単位、市町立学校は市町単位又は県民局・

県民センター単位でのエリアで対策を検討する。 
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(2) 県内大学 

○授業の再開 

・臨時休業の要請を５月 16 日に解除 

・対面授業・課外活動等を再開する際の感染防止対策の徹底を要請 

・各大学に対し、知事メッセージの学生への周知を要請 

（県立大学） 

・５月７日から、全学で本格的に遠隔授業を実施 

・６月１日から、実験・実習や各種ゼミナール等から対面授業を順次再開 

・後期授業(10 月 1 日)から、十分な感染防止対策を実施したうえで、原則として対面授業を

実施 

○学生への支援 

・アルバイト収入の減少等により修学の継続が困難となっている学生に、国の学生支援

緊急給付金（20万円(住民税非課税世帯の学生)又は10万円(左記以外の学生)）を支給 

・ 国 の修学支援新制度における家計急変時の授業料・入学金減免と給付型奨学金支給

（急変後の所得見込により住民税非課税世帯・これに準ずる世帯となる学生が対象） 

・兵庫県私費外国人留学生奨学金（月 3万円）の給付等 

・県立大学においては、上記の支援に加え、独自の授業料等の減免の拡充（入学金等の

対象追加）、家計急変時の授業料等減免（急変後の所得見込により判定（４人世帯の

場合は約 500 万円未満が目安）、授業料の納付猶予・分納等を実施 

 

(3) 高専、私立学校（幼小中高・専修学校・各種学校） 

○設置者に対して、十分な感染防止対策を実施したうえで教育活動・部活動等を実施する

県立学校の方針を周知する。 

○高専、専修学校・各種学校に対し、知事メッセージの学生への周知を要請する。 

  ○私立専門学校の授業料減免の支援（減免額の１／３）を行い、学生の経済的負担を軽減

する。 

 

３ 社会教育施設等 

  県立施設については、感染防止対策を実施した上で開館する。 

  市町立施設等に対しては、感染防止対策の徹底を周知する。 

  ○感染防止対策 

   ・来館者多数の場合の入場制限 

   ・発熱、咳などの症状のある者の入場禁止 

   ・発熱チェック 

   ・マスク装着の徹底、消毒液の設置 

   ・演者と観客との一定の距離の確保（最低２m） 

   ・密閉・密集・密接状態の回避（休憩時間・回数増、換気など） 

・入館者の氏名・連絡先等の把握 

・「兵庫県新型コロナ追跡システム」QR コードの掲示と来館者への登録呼びかけ 等 

 

４ 社会福祉施設 

(1) 高齢者施設、障害者施設等 

○高齢者、障害者など特に支援が必要な方々の居住や支援に係るすべての関係施設・事業所

について、感染防止対策を厳重に徹底した上での事業実施を要請する。 

○面会者からの感染を防ぐため、面会については、回数、人数の制限や感染防止対策を厳

重に徹底すること、及びオンライン面会等の活用を要請する。 

○今後は、高齢者施設、障害者施設等において、概ね２ヶ月分のマスク、消毒液等の使用

量確保を図ったうえで、さらに概ね２ヶ月分の使用量相当を県において保管する。 

 


